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 この入札説明書は，政府調達に関する協定（平成 7年条約第23号），地方自治法（昭和22年法律第67号），地

方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。），地方公共団体の物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める政令（平成 7年政令第 372号），仙台市契約規則（昭和39年仙台市規則第47号。以下「規

則」という。），物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成 7年仙台市規則第93号。以下「特例

規則」という。），仙台市入札契約暴力団等排除要綱（平成20年10月31日市長決裁。以下「要綱」という。），

本件の調達に係る入札公告（以下「入札公告」という。）のほか，本市が発注する調達契約に関し，一般競争に

参加しようとする者（以下「競争加入者」という。）が熟知し，かつ，遵守しなければならない一般的事項を明

らかにするものである。 

 

１ 競争入札に付する事項 

(1)  調達物品名及び数量 

(2)  調達物品の特質等 

(3)  納入場所 

(4)  納入期間 

 

２ 競争加入者に必要な資格 

 一般競争入札参加申請書等の提出期限現在において，次に掲げる要件をすべて満たす者で，本市の審査によ

り入札参加資格があると認められたものとする。 

(1) 本市の競争入札参加資格審査において審査を受け資格を有する者であること。（別記の３により申請し

た者も含む。） 

(2) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立中又は更生手続中でないこと。 

(3) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づく再生手続開始の申立中又は再生手続中でないこと。 

(4) 有資格業者に対する指名停止に関する要綱第２条第１項の規定による指名停止を受けていないこと。 

(5) 別記の２に該当すること。（別記の３により申請した者も含む。） 

(6) 別記の９の書類を提出できるものであること。 

 

３ 競争入札参加申請 

 競争入札参加希望者は，一般競争入札参加申請書及び誓約書（要綱 別記様式）に別記の９で示した書類等

を添付し，別記の５に示した日時までに，財政局契約課に直接又は配達証明付き書留郵便により提出すること。 

 なお，「同等品申請書兼承認書」（別紙様式２）については，競争入札参加申請の前に発注課の承認を受け

ること。 

 

４ 仕様書についての質問及び回答 

(1) 競争入札参加希望者は，当該仕様書について疑義（見積に必要な事項に限る。）がある場合は，別添質

疑応答書を用い，別記の６(1)に定めるところにより，関係職員に説明を求めることができる。 

(2) 質問に対する回答は，別記の６(2)に示した期限までに，本市のホームページへの掲載及び財政局契約課

内に掲示することにより行う。 

 

５ 入札参加資格の審査結果 

 上記２に掲げる審査結果については，別記の７に示した期限までに通知する。 

 

別記の１ 
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６ 入札保証金 

 入札保証金は免除する。 

 

７ 入札及び開札 

(1) 入札及び開札の日時・場所は，別記の８(2)に定める。 

(2) 競争加入者又はその代理人は，仕様書，図面，別記様式の契約書案及び規則を熟知の上，入札をしなけ

ればならない。 

(3) 競争加入者又はその代理人は，本件調達に係る入札について他の競争加入者の代理人となることができ

ない。 

(4) 入札室には，競争加入者又はその代理人以外の者は入室することができない。ただし，入札執行主務者

が特にやむを得ない事情があると認めた場合は，付添人を認めることがある。 

(5) 競争加入者又はその代理人は，入札開始時刻後においては，入札室に入室することができない。 

(6) 競争加入者又はその代理人は，入札室に入室しようとするときは，入札関係職員に一般競争入札参加資

格認定通知書（写し可）及び身分を確認できるもの（自動車運転免許証，パスポート，会社発行の写真付

身分証ですべて原本）並びに代理人をして入札させる場合においては，入札権限に関する委任状を提出す

ること。 

(7) 競争加入者又はその代理人は，入札執行主務者が特にやむを得ない事情があると認めた場合のほか，入

札室を退室することはできない。 

(8) 入札室において，次の各号の一に該当する者は，当該入札室から退去させる。 

ア  公正な競争の執行を妨げ，又は妨げようとした者 

イ  公正な価格を害し，又は不正の利益を得るため連合をした者 

(9) 競争加入者又はその代理人は，本市様式の入札書及び委任状（別添）を使用すること。 

(10) 競争加入者又はその代理人は，次の各号に掲げる事項を記載した別添様式による入札書を提出しなけれ

ばならない。 

ア  供給物品名（件名）「学校用FF式温風暖房機（２）」 

イ  入札金額 

ウ  競争加入者の会社（商店）名，入札者氏名及び押印（外国人にあっては，署名をもって押印に代える

ことができる。以下同じ。） 

エ  代理人が入札する場合は，競争加入者の会社（商店）名，入札者氏名（代理人の氏名）及び押印 

(11) 入札書及び入札に係る文書に使用する言語は，日本語に限る。また，入札金額は，日本国通貨による表

示とし，総額（消費税及び地方消費税額抜き）で入札すること。（数量は予定であるので，契約後におい

て増減を生じても異議の申し立ては認めない。） 

(12) 競争加入者又はその代理人は，入札書を作成し，当該入札書を封書に入れ，かつ，その封皮に入札の日

付，件名，競争加入者の氏名（法人にあっては，その名称又は商号）を記載し，入札公告に示した日時に

入札すること。 

 なお，郵便（書留郵便に限る。）による入札は，二重封筒とし，上記で示した入札書のほか，一般競争

入札参加資格認定通知書の写しを同封すること。ただし，郵便による入札は初度のみ認める。また，別記

の８(3)に定める受領期限までに到達するよう郵送すること。加入電信，電報，電話その他の方法による入

札は認めない。 

(13) 競争加入者又はその代理人の入札金額は，調達物品の本体価格のほか，郵送費，保険料，関税等納入場

所渡しに要する一切の諸経費を含め入札金額を見積もること。 

(14) 落札決定に当たっては，入札書に記載された金額に当該金額の５％に相当する額を加算した金額（当該
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金額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とする

ので，競争加入者又はその代理人は，消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず，契

約希望金額の 105分の 100に相当する金額を入札書に記載すること。 

(15) 競争加入者又はその代理人は，入札書に使用する印鑑を持参し，再度入札等に備えること。 

(16) 入札書及び委任状は，ペン又はボ－ルペン（えんぴつは不可）を使用すること。 

(17) 郵送による入札書の受領期間及び受領期限は，別記の８の(3) のとおりとする。 

(18) 入札・開札日時及び場所は, 別記の８の(2) のとおりとする。 

(19) 競争加入者又はその代理人から提出された書類を本市の審査基準に照らし，採用し得ると判断した者の

みを落札決定の対象とする。 

(20) 競争加入者又はその代理人は，入札書の記載事項を訂正する場合は，当該訂正部分について押印してお

くこと。（ただし，入札金額の訂正は認めない。） 

(21) 競争加入者又はその代理人は，その提出した入札書の引換え，変更，取消しをすることができない。 

(22) 入札執行主務者は，競争加入者又はその代理人が相連合し，又は不穏の挙動をする等の場合で競争入札

を公正に執行することができない状態にあると認めたときは，当該入札を延期し，又は廃止することがあ

る。 

(23) 入札後，仕様書等についての不知又は不明を理由とし異議を申し立てることはできない。 

(24) 開札は，競争加入者又はその代理人が出席して行う。この場合において，競争加入者又はその代理人が

立ち会わないときは，当該入札執行事務に関係のない職員を立ち会わせてこれを行う。 

(25) 開札した場合においては，競争加入者又はその代理人の入札のうち，予定価格の制限に達した価格の入

札がないときは，再度の入札を行うことがある。 

 

８ 無効の入札書 

 入札書で次の各号の一に該当するものは，これを無効とする。 

(1) 上記２に示した競争に参加する者に必要な資格のない者の提出した入札書 

(2) 要綱第４条第３項の規定により，入札参加資格を失った者の提出した入札書 

(3) 調達物品名（件名）及び入札金額のない入札書 

(4) 競争加入者の会社（商店）名，入札者氏名及び押印のない又は判然としない入札書 

(5) 代理人が入札する場合は，競争加入者本人の会社（商店）名，入札者氏名（代理人の氏名）及び押印の

ない又は判然としない入札書 

(6) 調達物品名（件名）に重大な誤りのある入札書 

(7) 入札金額の記載が不明確な入札書 

(8) 入札金額を訂正した入札書 

(9) 一つの入札について同一の者がした二以上の入札書 

(10) 再度入札において初回の最低入札価格以上の価格で行った入札書 

(11) 入札公告等において示した入札書の受領期限までに到達しなかった入札書 

(12) 公正な価格を害し，または不正の利益を得るために明らかに連合したと認められる者の提出した入札書 

(13) 「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和22年法律第54号）に違反し，価格又はその

他の点に関し，明らかに公正な競争を不法に阻害したと認められる者の提出した入札書 

(14) その他入札に関する条件に違反した入札書 

 

９ 落札者の決定 

(1) 有効な入札書を提示した者であって，予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者を
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契約の相手方とする。 

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が二人以上あるときは，直ちに，当該入札者にくじを引かせて落札

者を決定する。この場合において，当該入札者のうち出席しない者又はくじを引かない者があるときは，

当該入札執行事務に関係のない職員にこれに代わってくじを引かせ，落札者を決定する。 

(3) 製造請負契約について，契約の相手方となるべき者の申込みに係る価格によっては，その者により当該

契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき，又はその者と契約を締結するこ

とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは，その者

を落札者とせず，予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした他の者のうち最低の価格をもって

申込みをした者を当該契約の相手方とすることがある。 

(4) 落札者を決定した場合において，落札者とされなかった入札者から請求があったときは，速やかに落札

者を決定したこと，落札者の氏名及び住所，落札金額並びに当該請求者が落札者とされなかった理由（当

該請求を行った入札者の入札が無効とされた場合においては，無効とされた理由）を当該請求を行った入

札者に書面により通知するものとする。 

(5) 落札者が，規則第14条で定める期日まで，契約書の取り交わしをしないときは，落札の決定を取り消す。 

 

10 入札公告等の要件に該当しなくなった場合の取り扱い 

 開札日から落札決定までの間に，次に掲げるいずれかの事由に該当することとなったときは，当該入札を無

効とする。また，落札決定後契約締結までの間に次に掲げるいずれかの事由に該当することとなったときは，

当該落札決定を取り消し契約締結は行なわない。 

(1) 「２ 入札参加資格」の各号のいずれかに該当しないこととなったとき。 

(2) 一般競争入札参加申請書またはその他の提出書類に虚偽の事項を記載したことが明らかになったとき。 

(3) 要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められるとき。 

 

11 苦情申立 

 本件における競争入札参加資格の確認その他の手続き等に関し，政府調達に関する協定に違反していると判

断する場合は，その事実を知り，又は合理的に知りえたときから10日以内に，書面にて仙台市入札等監視委員

会に対してその旨の苦情を申し立てることができる。 

 

12 留保条項 

 契約確定後も仙台市入札等監視委員会から通知を受けた場合は，事情変更により契約解除をすることがある。 

 

13 契約保証金 

 契約保証金は免除する。 

 

14 契約書の作成 

(1) 契約書を作成する場合においては，落札者は，交付された契約書に記名押印し，落札決定の日から５日

以内（落札者が遠隔地にある等特別の事情があるときは，契約締結権者が別に定めた期日まで）に契約書

の取り交わしを行うこと。 

(2) 契約書及び契約に係る文書に使用する言語並びに通貨は，日本語及び日本国通貨に限る。 

(3) 本契約は契約の相手方とともに契約書に記名して押印しなければ，確定しないものとする。 

 

15 支払いの条件 
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 納入物品の代金は，検査合格後請求により30日以内に支払う。 

 

16 契約条項 

 別紙契約書案，規則及び特例規則による。 

 

17 その他必要な事項 

(1) 競争加入者若しくはその代理人又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用については，すべて当

該競争加入者若しくはその代理人又は当該契約の相手方が負担するものとする。 

(2) 上記２(1) に掲げる競争入札参加資格の審査を受けていない者も上記３により申請書及び添付書類を提

出できるが，競争に参加するためには，当該資格の審査を受け，かつ，競争参加の資格の確認を受けなけ

ればならない。 
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別 記 

 

１ 競争入札に付する事項 

(1) 調達物品名（件名）及び予定数量 

  学校用FF式温風暖房機（２）   90台 

(2) 調達物品の特質等 

  別冊仕様書のとおり 

(3) 納入場所 

  仙台市宮城野区，若林区，太白区の市立小・中学校及び市立中等教育学校・高等学校 

(4) 納入期間 

  契約を締結した日から平成25年10月31日まで 

 

２ 競争加入者に必要な資格 

(1) 資本金10,000千円以上であること。 

(2) 仙台市競争入札参加の資格を有する者のうち申請種目を「ガス・石油機器」で申請している者であるこ

と。 

 

３ 本市の競争入札参加資格の決定を受けていないものの資格申請 

 入札に参加するもので，本市の競争入札参加資格の決定を受けていない者は，次のとおり当該資格申請をす

ることができる。 

(1) 受付期間 平成25年5月31日から平成25年6月17日 17時まで 

(2) 提出場所 仙台市財政局契約課（物品契約係） 仙台市青葉区国分町三丁目７番１号 

(3)  提出書類 本市所定の競争入札参加資格申請書及び添付資料 

(4) 提出方法 持参すること。 

 

４ 入札説明書等の公開期間及び入手方法 

(1) 公開期間 平成25年5月31日から 

(2) 入手方法 仙台市財政局契約課ホームページでダウンロードすること。 

  http://www.city.sendai.jp/business/keiyaku/keiyaku_01_01.html 

 

５ 一般競争入札参加申請及び添付書類の提出期間，場所及び提出方法 

(1) 提出期間 平成25年5月31日から平成25年6月17日 17時まで 

(2) 提出場所 仙台市財政局契約課（物品契約係） 仙台市青葉区国分町三丁目７番１号 

(3) 提出方法 持参又は配達証明付き書留で郵送すること。 

 

６ 仕様書について質問及び回答 

(1) 質問書の提出期間・場所等 

上記５(1)の期間に５(2)の場所に，持参又は配達証明付き書留で郵送すること。 

(2) 質問書に対する回答期限 

平成25年6月27日 
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７ 入札参加資格の審査結果通知期限 

  平成25年7月1日 

 

８ 入札及び開札 

(1) 入札担当部局 

 （所 在 地） 仙台市青葉区国分町三丁目７番１号 

 （担 当 課） 仙台市財政局契約課（物品契約係） 

 （調達責任者） 仙台市長 奥山 恵美子 

(2) 入札・開札日時及び場所 

 ア 日 時  平成25年7月10日  16時00分 

 イ 場 所  仙台市財政局契約課入札室 

(3) 郵送による場合 

(ｱ) 受領期間  平成25年7月1日から平成25年7月9日まで 

(ｲ) 受領期限  平成25年7月9日 17時00分 

(ｳ) 住  所 

（郵便番号）               980-8671 

（所 在 地） 仙台市青葉区国分町三丁目７番１号 

（担 当 課） 仙台市財政局契約課（物品契約係） 

 

９ その他 

(1) 入札公告に示した特質等を有する物品を納品できることを証明するものとして，下記の書類を提出する

こと。ただし，イについては同等品を申請する場合のみ提出すること。 

ア メンテナンス体制証明書（別紙様式１） 

イ 同等品申請書兼承認書（別紙様式２） 
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留  意  事  項 
  ※一般競争入札参加資格認定通知書の再発行はいたしません。 

  ※下記の書類が不備の際，失格又は入札無効となる場合がありますのでご注意願います。 

 

  ○ 申請時の提出書類 

 

２ 
 

メンテナンス体制証明書（別紙様式１） 

３ 
 同等品申請書兼承認書（別紙様式２） 

 ※同等品を申請する場合のみ 

４  誓約書（要綱 別記様式） 

 

  ● 入札時の必要書類等 

 

 

 

    ※身分確認の書類は，写真付名刺，健康保険証は不可。 

         

 

No  
 

 

項      目   
 

 

１  
 

 

 一般競争入札参加申請書 
 

 

No  
 

 

項      目   
 

 

１  
 

 

 一般競争入札参加資格認定通知書    （写し可） 
 

 

２  
 

 

 身分を確認できるもの 

（免許証・パスポート，会社発行の写真入り身分証明書等。ただし，原本

に限る。） 
 

 

３  
 

 

 代理人が入札する場合は，委任状（本市様式に限る。） 
 

 

４  
 

 

 入札書（本市様式に限る。） 
 

 

５  
 

 

 入札用封筒（日付・入札件名・会社名を記入すること。） 
 

 

６  
 

 

 再度入札等に使用する印 
 



 

質 疑 応 答 書 
 
    件名   
  
 
※回答は，本質問書の提出期限後１０日以内に，本市ＨＰ，掲示で行います。 
         
  整理番号         

           
  
 

 
質  問  事  項 

 
回     答  

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

  
注１ この質疑応答書は，仕様書に対して質問がある場合（入札・見積に必要な事項に限る。）に 

   のみ提出して下さい。 
注２ 提出期間を過ぎた場合は，受理しません。 



印 

入  札  書 
 

件名              
 

拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円 
          

（注：契約希望金額の１０５分の１００の金額です。） 

上記の金額で請負（供給）したいので，関係書類を熟覧の

うえ，仙台市契約規則を守り入札します。 

 

平成  年  月  日 

( 宛 て 先 ) 

仙 台 市 長 

 
     会社（商店）名 
 
     入 札 者 氏 名                     印 
 
 
（注）委任を受けて入札する場合には，受任者名で入札することとなります。 
 
 
 

入札金額 



〔記載例〕                  ※ 本人の場合 
 

印 

入  札  書 
 

件名 ○○○○○○○○     
 

拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円 

 
￥ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

（注：契約希望金額の１０５分の１００の金額です。） 

上記の金額で請負（供給）したいので，関係書類を熟覧の

うえ，仙台市契約規則を守り入札します。 

 

平成○○年○○月○○日 

( 宛 て 先 ) 

仙 台 市 長 

 
     会社（商店）名 △△△△株式会社  
 
     入 札 者 氏 名 代表取締役 ○○ ○○ 印 
 
 
（注）委任を受けて入札する場合には，受任者名で入札することとなります。 

入札金額 



〔記載例〕                 ※ 代理人の場合 
 

印 

入  札  書 
 

件名 ○○○○○○○○     
 

拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円 

 
￥ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

（注：契約希望金額の１０５分の１００の金額です。） 

上記の金額で請負（供給）したいので，関係書類を熟覧の

うえ，仙台市契約規則を守り入札します。 

 

平成○○年○○月○○日 

( 宛 て 先 ) 

仙 台 市 長 

 
     会社（商店）名 △△△△株式会社  
 
     入 札 者 氏 名   ○○ ○○ 印 
 
 
（注）委任を受けて入札する場合には，受任者名で入札することとなります。 

入札金額 



印 

委  任  状 
 

平成  年  月  日 

( 宛 て 先 ) 

仙 台 市 長 

 
      住 所 
 

委任者 
 
      氏 名                     印 
 

私は       を代理人と定め，平成  年  月  日

仙台市において行う下記件名の入札及び見積りに関する 

一切の権限を委任します。 

記 

件 名                

                
 

受任者は次の印鑑を使用します。 
 
 
 
使  用  印  鑑   
 



〔記載例〕 
印 

委  任  状 
 

平成○○年○○月○○日 

( 宛 て 先 ) 

仙 台 市 長 

 
      住 所 ○○県○○市○○区○○町○丁目○○番○○号 
 

委任者     △△△△株式会社 
 
      氏 名 代表取締役  ○○ ○○   印 
 

私は○○○○○を代理人と定め，平成○○年○○月○○日

仙台市において行う下記件名の入札及び見積りに関する 

一切の権限を委任します。 

記 

件 名  ○○○○○○○○     

                
 

受任者は次の印鑑を使用します。 
 
 
使  用  印  鑑   

 
印 



 

                                      ○印  

 

 

契 約 番 号

単  価  契  約  書    ○単 第      号
 
 

 
 
 

１ 物件の名 称                                                      

 
 

   上記の物件について，仙台市を発注者，消費税及び地方消費税に係る 

                           

       税業者              を受注者とし，次のとお 

 

   り単価契約を締結する。 

 

１ 単価・規 格   別記内訳書記載のとおり（消費税及び地方消費税を含まない）  

 

２ 納 入 場 所   発注者の指定する場所 

 

３ 契約保証 金     免  除 

 

            平 成    年    月    日  か ら 

４ 契 約 期 間 

            平 成    年    月    日  ま で 

 

５ その他の事項   別記記載条項のとおり 

 

 

       平成   年   月   日 

 

           仙台市青葉区国分町三丁目７番１号  

      発注者      仙  台  市 

           代表者 市 長                  ○印  

 

 

           住 所 

      受注者 

           氏 名                         ○印  

 
 

課 

免 

（案） 



 

（総 則） 

第１条 受注者は，表記の契約期間内において，発注者より表記物件の発注があった場合は，その発注された数量

を発注者の指定する納入期限までに表記納入場所に納入しなければならない。 

（納入の通知） 

第２条 受注者は，物件を納入したときは，直ちに検査調書によりその旨を発注者に通知しなければならない。 

（検 査） 

第３条 発注者は，前条の規定により納入の通知を受けたときは，受注者の立会いを求めて物件の検査を行うもの

とする。 

２ 受注者は，前項の検査に立会わないときは，その検査の結果につき，立会わないことによる異議を申し立てる

ことはできない。 

３ 第１項の検査に合格しないときは，受注者は直ちに取り替え又は補修等を行い，納入期限内又は発注者の指定

する期日までに再検査を受けなければならない。この場合における物件の納入及び再検査 等については，前

条及び前２項の規定を準用する。 

（物件の引渡） 

第４条 受注者は，納入物件が発注者の行う検査に合格したときは，納入場所において遅滞なく当該物件を発注者

に引渡さなければならない。 

（危険負担） 

第５条 物件の引渡し前に，納入物件について生じた損害は受注者の負担とする。ただし，その損害の発生が発注

者の責めに帰すべき事由による場合については，この限りでない。 

（受注者の請求による納入期限の延長） 

第６条 受注者は，天災地変その他その責めに帰することができない事由により，納入期限内に納入することがで

きないときは，納入期限内に発注者に対して，その事由を付して納入期限の延長を求めることができる。 

（受注者の履行遅滞の場合における違約金） 

第７条 発注者は，受注者が受注者の責めに帰すべき事由により納入期限内に義務を履行しないときは，遅延日数

１日につき遅延物件の代金の1,000分の１に相当する金額を違約金として徴収するものとする。 

（代金の支払い） 

第８条 受注者は，物件の引渡し後，表記の契約単価に基づき，第９条に従って契約代金の支払いを請求するもの

とする。 

（契約代金の計算） 

第９条 契約代金は，消費税及び地方消費税額（免税業者の場合は，その相当額。以下同じ。）抜き単価で契約し

た場合は，消費税及び地方消費税額抜き単価に数量を乗じて算出した金額に100分の105を乗じて得た金額（そ

の金額に1円未満の端数があるときは，これを切り捨てた金額）とし，消費税及び地方消費税額込み単価で契約

した場合は，消費税及び地方消費税額込み単価に数量を乗じて得た金額（その金額に1円未満の端数があるとき

は，これを切り捨てた金額）とする。 

（消費税及び地方消費税額） 

第10条 前条の契約代金に105分の５を乗じて得た金額（その金額に1円未満の端数があるときは，これを切り捨て

た金額）を，消費税及び地方消費税額とする。 

（契約の解除） 

第11条 発注者は，受注者が次の各号の一に該当すると認めるときは，この契約を解除することができる。 

（1） 契約の締結又は履行について不正の行為があったとき。 

（2） 契約の履行にあたり検査員の指示に従わなかったとき。 

（3） 前各号に定める場合のほか，契約事項に違反したとき。 

（談合による解除） 

第 11 条の２ 発注者は, 受注者がこの契約に関し次の各号のいずれかに該当するときは, この契約を解除することができ

る。 

（1） 受注者に対してなされた私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占

禁止法」という。）第 49 条第１項に規定する排除措置命令が，同条第７項又は同法第 52 条第５項の規定により確定

したとき。  



 

（2） 受注者に対してなされた独占禁止法第 50 条第１項に規定する課徴金の納付命令が，同条第５項又は独占禁止法第

52 条第５項の規定により確定したとき。 

（3） 受注者に対してなされた独占禁止法第 66 条に規定する審決（同条第３項の規定による原処分の全部を取り消す審

決を除く。次号において「受注者に対してなされた審決」という。）に対し，受注者が当該審決の取消しの訴えを同

法第 77 条第１項に規定する期間内に提起しなかったとき。 

（4） 受注者に対してなされた審決に対し，受注者が独占禁止法第 77 条第１項の規定により当該審決の取消しの訴えを

提起した場合において，当該訴えを却下し，又は棄却する判決が確定したとき。 

（5） 受注者（受注者が法人の場合にあっては，その役員又は使用人）が，刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の６

の規定による刑に処せられたとき。 

（暴力団等排除に係る解除等） 

第 11 条の３ 発注者は，受注者が次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。 

（1） 受注者の代表役員等（仙台市入札契約暴力団等排除要綱（平成 20 年 10 月 31 日市長決裁。以下「要綱」とい

う。）別表第１号に規定する代表役員等をいう。以下同じ。）又は一般役員等（要綱別表第１号に規定する一般役員

等をいう。以下同じ。）が暴力団員（要綱第２条第４号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。)若しくは暴力団関

係者（要綱第２条第５号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）であると認められるとき又は暴力団員若しく

は暴力団関係者が事実上経営に参加していると宮城県警察本部（以下「県警」という。）から通報があり，又は県警

が認めたとき。 

（2） 受注者（その使用人（要綱別表第２号に規定する使用人をいう。）が受注者のために行った行為に関しては，当該

使用人を含む。以下この条において同じ。），受注者の代表役員等又は一般役員等が，自社，自己若しくは第三者の

不正な利益を図り，又は第三者に損害を与える目的をもって，暴力団等（要綱第１条に規定する暴力団等をいう。以

下同じ。）の威力を利用していると県警から通報があり，又は県警が認めたとき。 

（3） 受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等又は暴力団等が経営若しくは運営に関与していると認め

られる法人等に対して，資金等を提供し，又は便宜を供与するなど積極的に暴力団（要綱第２条第３号に規定する暴

力団をいう。）の維持運営に協力し，若しくは関与していると県警から通報があり，又は県警が認めたとき。 

（4） 受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等と社会的に非難される関係を有していると県警から通報

があり，又は県警が認めたとき。 

（5） 受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等であることを知りながら，これを不当に利用する等の行

為があったと県警から通報があり，又は県警が認めたとき。 

２ 受注者が共同企業体である場合，その代表者又は構成員が前項各号のいずれかに該当したときは，同項の規定を適用す

る。 

３ 受注者は，この契約の履行に当たり暴力団等から不当介入（要綱第２条第６号に規定する不当介入をいう。以下同

じ。）を受けたときは，速やかに所轄の警察署への通報を行い，捜査上必要な協力を行うとともに，発注者に報告しなけ

ればならない。受注者の下請人等（要綱第７条第２項に規定する下請負人等をいう。）が暴力団等から不当介入を受けた

ときも同様とする。 

（損害賠償） 

第12条 受注者は，第11条，第11条の２又は前条の規定によりこの契約を解除され発注者に損害が生じたときは，損

害賠償の責めを負う。 

（契約単価の改定） 

第13条 表記契約期間内において経済情勢の変動等により契約単価が時価に比し著しく不適当であることを発注者

と受注者双方が認めたときは，協議のうえ契約単価を改定することができる。 

（譲渡制限） 

第14条 受注者は，発注者が特に承認した場合のほか，契約上の債権を譲渡し，又は担保に供することができない。 

（契約外の事項） 

第15条 この契約書に定めのない事項については，必要に応じ発注者と受注者とが協議して定めるものとする。 

（補則） 

第16条 発注者は，特定調達に係る苦情の処理手続きに関する要綱（平成7年12月25日市長決裁）第5条第2項の要請

を受けた場合において，これに従うときは，特に必要があると認められるものに限り，当該契約を解除するこ

とができる。 

発注者及び受注者は，本書２通を作成し，それぞれ記名押印のうえ各自１通を保有する。 



 

○印      
 

内     訳        書 

 

 

品     名  
 

 

規    格  
 

 

単 位  
 

 

単  価  
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 



 
 
 
 

仕   様   書 
 
 
 
 
 

件  名 学校用 FF 式温風暖房機（２） 
 
 
 
 

発注課 仙台市教育局総務企画部学事課 
 
 

 
 



 
１ 件  名     学校用FF式温風暖房機（２） 
 
２ 調達物品の概要 
 宮城野区・若林区・太白区の市立小・中学校及び市立中等教育学校・高等学校にFF式温風暖

房機（以下，「暖房機」という。）を設置する。 
(1) 機器の性能 

  ア 構造及び設置については，仙台市火災予防条例第３条の３のとおりであること。 
  イ JIS１号灯油を使用するものであること。 
  ウ 横型の暖房機は，（財）日本燃焼器具検査協会の検査に合格したものであること。 
  エ 排気管抜け検知があること。 

(2) 調達物品等 
ア 調達物品は，(3)に記載する機器またはその同等品以上であること。ただし，暖房機につ

いては，グリーン購入法適合商品とすること。 
イ 同等品以上で対応する場合は，入札参加申請前に発注課に「同等品申請書兼承認書」（別

紙様式２）を提出し，承認を受けること。 
ウ 契約後，メーカの機種変更により供給機種が変更される場合においても，速やかに発注

課に「同等品申請書兼承諾書」（別紙様式２）を提出し，承認を受けること。 
(3) 規格 
 ア 設置教室は１Ｆ～４Ｆとする。 
イ 暖房機の通常設置に必要な作業及び部材等は全て含むこと。使用部品については，設置

場所や暖房機に応じて最適な部品・部材を使用すること。 
 ウ 電源の延長は，暖房機本体の電気コードを延長せず，室内の既存コンセントから延長コ

ードを使用して配線を行い，モールで覆い両面テープ等で床に固定すること。 
  エ 室内において，排気管が本体から露出する場合は，厚さ20㎜程度の断熱ロックウール 

で囲い，化粧カバーを取り付けること。ただし，縦型の暖房機設置の場合はすべての排気 
管に同様の取り付けを行うこと。また，すべての暖房機において，暖房機と壁との隙間に 
児童が入り込めないよう，背面カバーを設ける等の措置を行うこと。 

  オ 給排気管は，薄型給排気管を設置し，通路またはベランダ等に露出する場合は薄型の保

護ガードを壁に固定すること。ただし，給排気筒トップ側面に燃焼ガス排出を阻止する壁

等がある場合は，適応な給排気筒及び保護カードを設置すること。 
  カ 既存に給油管が接続されている場合は，その給油管をできるだけ活用すること。 

キ 設置した暖房機は転倒防止のため，必要に応じて固定金具により床や壁面の固定をする 
こと。 

ク ３ｍ以内の給排気筒延長作業及び部材は暖房機本体設置（以下，内訳書（２）「暖房機 
入れ替えのみ」に読み替える）に含むものとする。 

ケ 壁厚が550mm以内の個所への壁貫通作業及び部材は暖房機本体設置に含むものとする。 
コ 暖房機の入替えに伴い既存の窓パネルが不要となる場合は，窓パネルを取り外し，窓ガ

ラス等をはめ込むなどして原状に復すこと。 
サ 既存ガラスの撤去及びアルミ板のはめ込み作業及び部材（窓枠の大きさ2.0㎡以内）は

暖房機本体設置に含むこと。 
シ 原則として横型の暖房機はベースタンクを設置し，縦型の暖房機はタンク内蔵式とす 



る。 
ス 縦型暖房機の規格 

・暖房可能最大面積が寒冷地コンクリート65畳以上であること。 
・暖房機本体の高さ160cm以下であること。 

セ 設置場所の現状，その他やむを得ない事情により上記の規格と著しく異なる作業及び部

材を要する場合は，発注課と協議すること。 
  ソ  設置する暖房機の種類は内訳書（２）による。 
 
３ 契約期間   契約を締結した日より平成２５年１０月３１日まで 
 
４ その他 

(1) 設置時及び設置後の対応 
 ア 発注課からの依頼により，教室等の状況を調査・報告の上，暖房機を設置すること。 
イ 設置作業については，授業等に支障がないよう事前に発注課及び学校側と十分に協議の

うえ行うこと。 
ウ 設置及び保守作業に従事する技術者は，仙台市火災予防規程第１６条の火気使用設備等

の点検整備に関する必要な知識及び技能を有する者であること。 
エ  設置時期については，市立小・中学校の夏季休暇期間中が主になるため設置及び保守作

業に従事する技術者の体制を整えておくこと。 
 オ 設置後，既存の暖房機は，すべて設置業者の責任により撤去，処理すること。 
 カ 設置後，廃材及び部品は，すべて設置業者の責任により場外処理すること。 
 キ 設置後，既存のタンク内に油が残っている場合は，設置業者の負担により処理すること。 
ク 設置後，機器使用前に学校の教職員へ使用方法を十分に説明すること。 

 ケ 設置後，発注課へ報告のうえ検査を受けること。 
 コ 次のとおりの保守体制をとること。 
   設置場所（学校）から，正常に作動しない旨の連絡を受けた場合，受けてから原則１日

以内に設置場所において修繕または交換等に着手すること。 
(2) 保守期間等 
 ア 検査合格の日から１年間を無償の保守期間とすること。 
 イ 無償の保守期間終了後の保守は，無償の期間に準じる保守体制が可能であること。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



内訳書（２）

サンポット

コロナ

サンポット

コロナ

サンポット

コロナ

サンポット

コロナ

サンポット

コロナ

サンポット

コロナ

サンポット 19 -

サンポット 1 -

サンポット 1 -

- 2 -

- 2 -

- 2 -

サンポット
コロナ

idec 21 -

Ｉｖ線１．２５ＳＱ 21 -

日東工業 21 -

21 -

- 90 - - -

ＦＦ－Ｂ１６１２（横型）

金額（税込み）単価

-

ＦＦ－Ｂ１６１２（横型）

ＦＦ－１５ＧＢＦ（横型）

1

宮城野・若林・太白区（小・中学校）・中等教育学校・高等学校

予定数量

ＦＦ－１１０００BF（横型）

ＦＦ－１１０００BF（横型）

ＦＦ－Ｂ１１１０（横型）

金額

-

1

参考メーカー品　　名 参考規格

ＦＦ－１５ＧＢＦ（横型）
22

暖房機と壁穴あけ込み

暖房機入れ替えのみ 43

ＦＦ－１５ＧＢＦ（横型）

ＦＦ－Ｂ１６１２（横型）
暖房機と窓アルミパネル設置

暖房機入れ替えのみ

暖房機と壁穴あけ込み 1

ＦＦ－１１０００BF（横型）

ＦＦ－Ｂ１１１０（横型）

暖房機と窓アルミパネル設置 ＦＦ－１６０１ＴＳ（縦型）

1

暖房機入れ替えのみ

暖房機と壁穴あけ込み ＦＦ－１６０１ＴＳ（縦型）

ＦＦ－１６０１ＴＳ（縦型）

暖房機と窓アルミパネル設置
ＦＦ－Ｂ１１１０（横型）

-

変換機固定板 ＩＥＣレールＴＢ－ＤＲ

調整費 １台

変換機 ＰＳ５Ｒ－２

材料費 １ｍ単価

給排気筒断熱加工費

-

※学校現場の設置状況により内訳書の品名，参考規格の変更及び，予定数量が変動することがあります。

-

-

総額・暖房機台数（既存壁穴養生費以下の台数を除く） -

１ｍ単価

ＳＵ－ＲＵ２

既存壁穴養生費 １箇所

既存窓パネル養生費 １箇所

-リレーユニット
RB１０４

21



     印   
 

[ 別紙様式 １ ] 

メンテナンス体制証明書 
 
［学校用 FF 式温風暖房機（２）］ 
１ メンテナンスを行う業者名，所在地及び連絡先（電話番号と FAX 番号） 

 
 
 
２ 入札希望者とメンテナンスを行う業者の関係 

 
 
３ 点検整備及び修理体制系統（フロー図）＊修理依頼からその対応まで＊ 

 
 
 
 
 
４ 代表技術者の石油燃焼機器点検整備に関する技能資格者の有無 

  (1) 石油燃焼機器等に関する技能資格の有無について    有・無（○で囲む） 
(2)  有の場合は資格名を記入願います。 

 
 
 
 
５ メンテナンスを行う技術者の総数 

 
 
６ 点検整備及び修理依頼から着手までの所要日数は，原則１日以内で対応いたします。 

 
 以上について相違ないことを証明いたします。 
 

平成  年  月  日 
あて先   仙  台  市  長 
 

              住     所                             
入 札 希 望 業 者  会  社  名                             

                          代 表 者 名                         印 
 

             住     所                            
メンテナンス業者  会  社  名                            

                          代 表 者 名                          印 



印    
 

[ 別紙様式 ２ ] 

同等品申請書兼承認書 
[学校用 FF 式温風暖房機（２）] 

品  名 メーカー 規  格 数  量 備   考 
     

     

     

     

以上のとおり同等品を申請いたします。 
 

平成  年  月  日 
住     所                        

 
会  社  名                        

  
代 表 者 名                     印  

 
                                          

 
上記の申請品を同等品として承認いたします。 

 
平成  年  月  日 

 
仙台市教育局総務企画部学事課長 印 




